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2015春闘自治労統一行動
民間春闘に連帯し、格差是正と公正なワークルールの確立を！
初任給の制度改善を！過重労働撲滅・人員確保を！

行政補助員制度の抜本的見直しを！
横浜、川崎市より低い初任給改善を！

～4月以降は国家公務員と10％差が拡大

　上記のとおり、神奈川県職員の初任給は、比較対象の民間企業の新採用社員より約4千4百円低く、横浜市、川崎市、国家公務員より低い水準です。

　同じ公務員でありながら県職員の方が低いのは、地域手当が主な原因です。

　2014年度時点でも県の地域手当が10％、横浜、川崎は12％、東京23区は18％です。

　これが2015年度からは、県は10％のままですが、横浜、川崎は16％、東京23区は20％となり、さらに格差が広がります。

　これは仕組みの問題であり、自治労県職労は人材確保の観点からも、抜本的な制度改正を求めます。
過重労働放置は労働基準法違反！
　安全衛生委員会で、2014年度の長時間勤務者数を入手し、前々回掲載の表を更新しました。


　驚くべきことに、2013年度は45時間超の長時間労働を行った者が2千名を超えています。（残業手当が払われた数。実態ではない。）

　厚生労働省は今年1月から、過重労働対策をさらに強化しており、労基署も監査を強化しています。

　こうした「過重労働・過労死撲滅」に向けた社会の流れに、神奈川県は明らかに逆行しています。

　自治労県職労は今春闘で、当局から具体的な過重労働対策を明示させ・実行させます。

職員の健康と組織が維持できる人員確保を！
知事部局の職員数は2012年度7,629名、2015年度7,461名で、この4年間だけでも168名削減されています。

先の県議会では複数の会派から「これ以上の人員削減は業務に支障が出る。」「メンタルヘルス不全の職員が増えているのではないか。」「結果として人員増もあり得るのではないか。」など、職員を気遣い、県組織の将来を憂う質問がありました。

　この間の不適正な人員削減が、長時間過重労働を恒常化し、メンタル問題を引き起こしています。

　また、余裕のない職場実態が、人材育成をないがしろにし、仕事を劣化させています。

　自治労県職労は、人員確保闘争を進めます。

行政補助員制度の抜本的見直しを
　今春闘では連合も非正規労働者の正規化や賃金・労働条件の改善を春闘の大きな柱としています。

　神奈川県でも、行政補助員の収入で家計を維持している方も少なくありません。「次の就職へのステップ」と当局は言いますが、新卒でもない限り、非正規雇用以外の就職は難しいのが現実です。

　また、県の業務に精通した行政補助員は、職場では不可欠の存在となっています。

　自治労県職労は、不安定雇用を解消し、各所属が必要な人材を確保できるよう、臨任職員と同様に非常勤職員を登録制とすることを提案します。

「タオル１本持って」参加しよう！

第86回かながわ中央メーデー

日時：4月29日（水・祝）10：00～12:30
会場：みなとみらい臨港パーク

✿ご自宅に眠っているタオルはありませんか？

✿メーデーに来られない方は、4/28までに自治労県職労事務所（県庁本庁舎地下）にタオルをお持ちください。未使用であればどのサイズでもＯＫ！
組合員さんに限らず、どなたでも！組合がメーデー会場に届けます。
メーデー会場には自治労県職労模擬店も！

☆入れたてコーヒー・東北地産ジュースの販売♪
☆売上金は被災地に寄付します。










































皆さんの善意が


支え合いの輪に








初任給の実態


区　分�
初任給�
�
神奈川県職員�
１９６，６８０円�
�
県内民間企業社員�
２０１，１３５円�
�
横浜市職員�
１９９，０２４円�
�
川崎市職員�
２０１，１５２円�
�
国家公務員（23区内）�
２１３，８１０円�
�
国家公務員（横浜市内）�
２０２，９４０円�
�
※2014年人事院、人事委員会勧告から作成。


※公務員の場合、行政職（１）表。


※県職員は給与カット分を減額していません。





県職員の過重労働の実態？


年度�
①


月100


時間超�
②


2～6か月の月平均80時間超�
③


45時間超100時間未満�
①


＋


②�
①


＋


②


＋


③�
現職


死亡�
�
2014�
19�
40�
1,224�
59�
1,283�
―�
�
2013�
153�
110�
2,154�
263�
2,417�
4�
�
2012�
134�
110�
1,528�
244�
1,772�
8�
�
2011�
145�
143�
1,619�
288�
1,907�
8�
�
2010�
131�
70�
―�
201�
―�
5�
�
※2014年度の超勤時間は、11月分までの数値











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































